
背景・目的

平成25年度予算
○○百万円自立型水素エネルギー供給システム導入モデル事業 平成30年度要求額

2,000百万円（新規）

温室効果ガス排出量の削減目標達成に不可欠な再生可能エネル
ギーについては系統の制約等から導入が進まない地域が存在。
将来の再生可能エネルギー大量導入社会を見据え、蓄電池や水
素等を活用することで、系統に依存せず再生可能エネルギーを
電気・熱として供給できるシステム構築が必要。
本事業では再生可能エネルギーを地域で最大限活用する将来像
を見据え、自立型水素エネルギー供給システムの導入・活用方
策の確立を目指す。

【離島以外の地域】
再生可能エネルギー発電設備とともに、①蓄電池、②水電解装置、③水素貯蔵タン

ク、④燃料電池、⑤給水タンク等を組み合わせ、再生可能エネルギー由来の電気・熱
（温水を含む）をオンサイトで供給するシステムを支援（2/3）し、水素を活用して
再生可能エネルギーを最大限導入・自家消費するモデルを構築する。

【離島型】
再生可能エネルギー発電設備とともに、①蓄電池、②水電解装置、③水素貯蔵タン

ク、④燃料電池、⑤給水タンク等を組み合わせることで、離島における再生可能エネ
ルギーの導入モデルを支援（2/3）し、水素を活用した離島への再生可能エネルギー
導入モデルを構築する。

地域の実情に応じた、水素による再生可能エネルギーの貯蔵・利用モデルが確立
され、再生可能エネルギーの導入とCO2排出削減を図ることが可能となる。実施期間：平成30年度～32年度
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